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（1）　�日本における中国産いちごの　　　
位置付け

2016年におけるわが国のいちご供給量

は全体で約19万1107トン。そのうち国
産品が15万9000トンで83%を占めるの
に対し、輸入品が３万2107トンで残りの
17%を占めている。（図１）。

主要国の野菜の生産動向等

調査情報部

１　中国

わが国のいちご供給量のうち、輸入品の占める割合は約17％で、その約半分を中国産
が占めている。今月号では、中国の主産地の一つであり、日本向けの輸出が多い中国の遼
寧省を中心に、いちごの生産動向等を紹介する。
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図１　日本のいちご供給量（2016年）

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」、「植物防疫統計」、財務省「貿易統計」）
　注：ＨＳコード:0810.10、0811.10のもの。

輸入品では、生鮮品が約１割を占めるの
に対し、加工用に仕向けられる冷凍品およ
び調製品が約９割を占め、特に冷凍品が輸
入の主体となっている。

2012年以降の冷凍いちごの輸入量を見
ると、年間２万5000トンから３万トンの
間で推移している（図２）。このうち、中国
からの冷凍いちごの輸入量は、年間１万
5000トン前後で推移し、全輸入量の過半

を占めている。中国に次ぐ輸入先国は、年
間4000トン程度の輸入量となっている米
国であったが、シェアは年々低下傾向となっ
ており、2017年はチリが米国を抜いて第
２位となった。その他の輸入先国としては、
エジプト、モロッコなどとなっている。

なお、本稿中の為替レートは１元＝ 17
円（2018年６月末日ＴＴＳ相場:16.96
円）を使用した。

海外情報



51野菜情報 2018.8

（２）いちごの生産動向

中国全土のいちごの作付面積は約13万
ヘクタールとされ、主な産地は遼

りょう

寧
ねい

省、河
か

北
ほく

省、山
さん

東
とう

省、江
こう

蘇
そ

省などの東部沿岸地域
である（図３）。中でも遼寧省は、作付面
積が中国全体の２割強のシェアを占める
３万ヘクタールに及び、日本向け輸出の主
力地帯となっている。特に、遼寧省の東港

市 は 中 国 最 大 の い ち ご 生 産 地 で あ り、
2017年の同市の作付面積は、約1.27万
ヘクタールと、遼寧省のいちご作付面積の
42％を占めている。

注：�中国では、大きい行政区分から順に、「省級（省、
自治区、直轄市など）」、「地級（地級市、自治
州など）」、「県級（県、県級市、市轄区など）」
などとなっている。東港市は地級市である。
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図２　日本の冷凍いちごの国別輸入量

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
　注：ＨＳコード: 0811.10のもの。

図３　中国におけるいちごの産地

 

 

遼寧省を拡大
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図４　遼寧省のいちごの生育ステージ

資料：聞き取りにより機構作成
　注：本図は、定植・収穫が最も集中する時期を表しており、それぞれの作業は前後の時期にも実際には行われているとみられる。
　　　また、時期は品種によっても前後する。

近年、遼寧省のいちご作付面積は、需要
増大を反映し、年平均７％程度で拡大を続
けており、ここ５年間で1.3倍となった。

これに伴い、収穫量も安定的に拡大して
おり、2017年には110万トンに達してお

り、ここ５年間で1.4倍となった。
単収については、年々、品種改良などに

よりわずかではあるが向上し、2017年に
は10アール当たり3.67トンとなった（表
１）。

表１　遼寧省のいちごの作付面積、収穫量および単収

　
作付面積（千 ha） 収穫量（万トン） 単収（トン／ 10a）

　 前年比 
（増減率）

前年比 
（増減率）

前年比 
（増減率）

2013 年 22.8 － 78 － 3.42 －

2014 年 24.0 5.3 ％ 83 6.4 ％ 3.46 1.2 ％

2015 年 25.5 6.3 ％ 91 9.6 ％ 3.57 3.2 ％

2016 年 27.5 7.8 ％ 100 9.9 ％ 3.64 2.0 ％

2017 年 30.0 9.1 ％ 110 10.0 ％ 3.67 0.8 ％

資料：聞き取りにより機構作成
　注：単収は収穫量を作付面積で除して算出。四捨五入の関係から、項目間の計算において、誤差が生じることがある。

栽培方式は、ほとんどが施設栽培であり、
露地栽培は東港市および庄河市でわずかに
行われている。

施設栽培には、主に日光温室（注）のもの
と、ビニールハウスによるものの２種類が
ある。それぞれの栽培方式ごとの作付面積
は、日光温室が67%のシェアを占め、続
いて、ビニールハウスが25%、露地栽培
が８％を占めている。

生育ステージについては、施設栽培の場
合、８～９月に定植し、11月下旬から翌

年６月上旬にかけて収穫する。一方、露地
栽培の場合、８月上旬～中旬に定植し、翌
年５月上旬～６月上旬に収穫する。（図４）

注：�「日光温室」は日光を最大限に活用した中国特
有の園芸施設。透光面は南面のみで他の面は
特殊な蓄熱・保温構造で、中国北部の厳冬期
においても無加温で野菜栽培が可能とされて
いる。構造が単純で低コストであることから、
中国の野菜栽培の方式として一般的に普及し
ている。地域によって、さまざまな構造のも
のがある。
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（３）いちごの生産コスト

遼寧省におけるいちごの生産コスト（施
設栽培（日光温室）の場合）の変化を
2014年と2017年で比較すると表２の通
りとなる。

2017年の10アール当たりの生産コス
トは、２万3225元（39万4825円）と、
2014年より17％上昇している。

内訳を見ると、土地代と人件費が増加し
ているほか、種苗費も増加している。種苗
費については、苗の供給が需要増大に追い
つかず、最もコストが上昇している項目と

なった。
一方、肥料農薬費については、農薬使用

量の削減の取り組みが浸透しつつあり、コ
スト面でも減少となった。

また、人件費については、いちご生産の
工程全体が人手作業に依存せざるを得ない
ため、最近の中国の労賃上昇を反映した伸
びとなっている。

また、一部の大型いちご農家では、ボイ
ラーによる日光温室への熱供給システムや
二酸化炭素生成器などに施設投資し、積極
的に増産に取り組む事例も見受けられる。

表２　いちごの10アール当たりの生産コスト（遼寧省；施設栽培（日光温室）の場合）

項目
2014 年（元／ 10a） 2017 年（元／ 10a） 2017 年 /

2014 年比
（増減率）

円換算
（円／ 10a）

円換算
（円／ 10a）

土地代 1,200 20,400  1,500 25,500 25.0％
種苗費  4,050 68,850  5,400 91,800 33.3％

肥料農薬費  1,500 25,500  1,425 24,225 ▲ 5.0％
資材費  600 10,200  600 10,200 0.0％

農機具費  300 5,100  300 5,100 0.0％
人件費  7,200 122,400  9,000 153,000 25.0％
その他  5,000 85,000  5,000 85,000 0.0％
合計 19,850 337,450 23,225 394,825 17.0％

資料：聞き取りにより機構作成。
　注：種苗費は、代表的な品種のもので算定。

表３　遼寧省におけるいちごの国内向けと輸出向けのシェアの推移

年
国内向け数量（万トン） 輸出向け数量（万トン） 合計（収穫量）（万トン）

　 シェア シェア シェア
2013 年 70 89.7 ％ 8 10.3 ％ 78 100.0 ％
2014 年 75 90.4 ％ 8 9.6 ％ 83 100.0 ％
2015 年 80 87.9 ％ 11 12.1 ％ 91 100.0 ％
2016 年 90 90.0 ％ 10 10.0 ％ 100 100.0 ％
2017 年 99 90.0 ％ 11 10.0 ％ 110 100.0 ％

（４）いちごの流通および消費動向

ここ５年間の遼寧省のいちご生産量は、
2013年の78万トンから2017年には110
万トンと４割増しとなっており、急成長し

ている。2017年の出荷先は、国内向けが
99万トンで９割のシェアを占める一方、
輸出向けが11万トンで１割のシェアを占
めた（表３）。
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グラフ タイトル

日本 ロシア タイ ドイツ 韓国 イギリス その他

（千トン）

（年） 

資料：ＧＴＡ(Global Trade Atlas)
　注：ＨＳコード: 0811.10のもの。

国内向けの増加は、生鮮いちごの国内消
費が大都市圏を中心に急速に拡大してきた
ことを反映したもので、生産拡大を牽引し
ている。

その要因としては、経済発展による所得
向上により、比較的高価な食品であったい
ちごの購入頻度が増えたことに加え、多く
の人々が、贈答品として利用する傾向が強
まったことが挙げられている。

さらに、インターネット取引の普及によ
り、販売ルートが拡大したことも市場を押
し上げた要因として挙げられている。

また、消費者の安全志向の高まりを反映
し、有機いちご市場が急速に拡大している
とも言われている。

一方、生鮮いちご以外の国内向けには、
いちご加工製品としてジャム、お酒、ジュー
ス、缶詰などがあるが、これらは、国内向

け数量の15%程度を占めている。

（５）いちごの輸出動向

中国の冷凍いちごの輸出量は、年によっ
て増減があり、2017年は、前年比12.5%
減の７万8829トンとなった（図５）。

同年の輸出先国のトップは日本で、輸出
量は同12.1%減の１万361トンと減少し
たが、引き続き、全体の13%を占めている。
第２位がロシア、第３位がタイと続き、ア
ジア、欧州、北アメリカ、大洋州などの多
くの国々に輸出されている。

冷凍いちごを日本向けに輸出する企業
は、主に山東省に所在しており、中国から
の日本向け輸出量のうち約３分の２を占め
ている。

図５　中国の冷凍いちごの国別輸出量

なお、輸出向け冷凍いちごの１トン当た
りの加工コストを2014年と2017年で比
較すると表４の通りとなる。2017年の１
トン当たり加工コストは、2569元（４万
3673円、2014年比8.5%増）と増加し

ている。コストアップの要因としては、人
件費と管理費が占めており、生産コストと
同様に人件費の上昇がコスト増の主要因と
なっている。
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写真１　�輸出に仕向けられる加工用の冷凍
いちご

写真２　�輸出に仕向けられる加工用ダイス
カットの冷凍いちご

表４　いちごの輸出向けの加工コスト（山東省）
（元／トン）

項目 2014 年 2017 年
2017 年 /
2014 年比
（増減率）円換算 円換算

人件費 626 10,642 783 13,311 25.1％

資材費 500 8,500 500 8,500 0.0％

水道光熱費 500 8,500 500 8,500 0.0％

管理費 130 2,210 174 2,958 33.8％

輸送費 12 204 12 204 0.0％

減価償却費用 600 10,200 600 10,200 0.0％

合計 2,368 40,256 2,569 43,673 8.5％
資料：聞き取りにより機構作成

（６）今後の見通し

中国のいちごの需給を見ると、需要の約
９割を占める国内市場の拡大に伴い、生産
量を拡大させてきた。近年、贈答品需要な
どにより大都市圏で順調に需要が拡大して
きたが、これに加え、インターネット取引
の普及による販売ルートの拡大が需要を押

し上げてきた。
一方、供給側は、生産コストおよび加工

コストの上昇に直面している。需要が好調
なことから、小売価格も上昇すると見込ま
れているが、一方で大都市圏での需要拡大
は限界に達しつつあるとの見方もあり、今
後も中国において需給が安定していくのか
が注目される。
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（１）　�ブロッコリー、レタスおよびセルリー
の生産・輸出動向等

ア　ブロッコリー
（ア）　作況

カリフォルニアのブロッコリー生産の５
月31日時点での主産地は、モントレー郡
のサリナスバレーとサンタバーバラ郡のサ
ンタマリアバレーとなっていた。ブロッコ
リーの価格は高水準となっており、この要

因としては、需要が高まっている一方で、
１カ月程度続いている冷涼な気候および霧
や強風などによる天候不順により供給が少
なくなっていることや、輸入されたメキシ
コ産ブロッコリーの品質に問題があった点
が挙げられている。

なお、本稿中のドルはすべて米ドルであ
り、為替レートは１ドル＝ 112円（2018
年６月末日ＴＴＳ相場：111.54円）を使
用した。

２　米国

米国からは、日本への輸出が多いブロッコリー、レタス、セルリー（セロリ）（以下「セ
ルリー」という）について、それらの主産地であるカリフォルニア州の生産動向などを現
地報道などを基に報告する。また、トピックスとして、トレーサビリティの改善が求めら
れる米国野菜業界について紹介する。

Wikimedia Commons を基にプロマーコンサルティング作成 

インペリアル郡

サンタバーバラ郡
ベンチュラ郡

モントレー郡

サンルイスオビスポ郡

サンベニト郡

リバーサイド郡

サンタクルズ郡

図１　カリフォルニア州の地図

資料：機構作成
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（イ）　全米生産者価格
2018年４月の全米のブロッコリーの生

産者価格は、前年同月比58.3％安の１キロ
グラム当たり0.88ドル（99円）であった。
前月の価格高騰は供給量の減少によるとみ

られており、４月に入って供給量が回復し
たことにより価格が下落したと考えられ
る。ただし、メキシコ産ブロッコリーの存
在感も強まっていることから、価格は不安
定に推移している。

（ウ）　日本向け輸出動向
2018年４月の米国産ブロッコリーの日

本向け輸出量は2049トンとなり、前年同
月比183.6％増と大幅に増加した。この背
景には、生産量の増加などがあるとみられ

る。また、輸出額は前年同月比176.8％増
の250万5000ドル（2億8056万円）と
なった。輸出単価は前年同月比2.4％安の
１キログラム当たり1.22ドル（137円）
であった。

表１　全米の生鮮ブロッコリーの生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017 年 2018 年
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 １月 2 月 ３月 4 月

生産者価格 2.11 1.82 1.11 1.12 1.37 1.81 1.47 1.21 0.89 0.99 0.63 1.03 0.88
資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）

表２　米国産ブロッコリーの日本向け輸出動向
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 4月

輸出量 723 1,528 1,960 1,295 1,995 1,221 926 1,469 1,177 1,606 2,345 832 2,049
輸出額 905 2,234 2,675 1,694 2,517 1,587 1,030 1,759 1,407 1,936 2,635 1,082 2,505
単　価 1.25 1.46 1.36 1.31 1.26 1.30 1.11 1.20 1.20 1.21 1.12 1.30 1.22

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/FAS�GATS�Database）

写真１　収穫後のブロッコリー圃
ほ

場
じょう

（カリフォルニア州）
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イ　レタス
（ア）　作況

モントレー郡では６月４日時点ではレタ
スの定植が行われていたが、６月11日時
点では風が強く、曇りの日が多かったため、
レタスの葉先焼けなどが一部で問題になっ
ていた。この頃には２作目のレタスの収穫
が進んでおり、収穫が終わった圃場から３
作目の定植が開始されていた。

（イ）　全米生産者価格
2018年４月の全米の結球レタスの生産

者価格は、1キログラム当たり0.56ドル
（63円）と前年同月比69.2％安となった。
この背景には、供給量が３月に比べて回復
したことや、４月に発生した腸管出血性大
腸菌（O-157）による食中毒の影響を受
けて需要が縮小したことなどがあるとみら
れる。

（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年4月の東京都中央卸売市場の米
国産ブロッコリーの入荷量は、前年同月比
46.3％増の60トンであった（表３）。また、

平均卸売価格は、同8.3％安の1キログラ
ム当たり297円であり、同月に同市場で
最も入荷量の多かった香川県産（同449
円）と比較すると33.9％安かった。

表３　東京都中央卸売市場の米国産ブロッコリーの入荷量および平均卸売価格
（単位：トン、円/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 4月

入 荷 量 41 65 90 94 97 102 75 55 82 48 53 71 60
卸売価格 324 340 337 308 340 364 344 394 368 344 398 238 297

資料：東京都中央卸売市場

写真２　ロメインレタスの圃場（カリフォルニア州）
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（ウ）　日本向け輸出動向
2018年４月の米国産レタスの日本向け

輸 出 量 は、 結 球 レ タ ス が 前 年 同 月 比
288.9％増の105トン、結球レタス以外
のレタス（ロメインレタス、フリルレタス
など。以下同じ。）は前年同月比98.3％減
の１トンと大幅に減少した。結球レタスの
増加要因としては、供給量が３月に比べて

増加したことが挙げられる。
輸出単価について、結球レタスでは１キ

ログラム当たり1.17ドル（131円）と前
年同月比1.7％安となった。また、結球レ
タス以外のレタスは前年同月比343.7％高
の１キログラム当たり６ドル（672円）で
あった。

（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年４月、東京都中央卸売市場では、
米国産のレタスは、結球レタス、結球レタ

ス以外のレタスともに入荷されなかった。
なお、同月に同市場で最も入荷量の多かっ
た結球レタスは茨城県産であり、卸売価格
は１キログラム当たり142円であった。

表６　米国産レタスの日本向け輸出動向（結球レタス以外）
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 4月

輸出量 60 32 1 0 29 12 2 564 441 187 51 26 1
輸出額 81 30 4 0 85 37 8 990 844 427 119 50 6
単　価 1.35 0.94 4.00 0.00 2.93 3.08 4.00 1.76 1.91 2.28 2.33 1.91 6.00

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/FAS GATS Database）

表４　全米の結球レタスの生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 4月

生産者価格 1.82 0.58 0.50 0.56 0.54 0.70 0.93 0.51 0.67 0.57 0.60 1.03 0.56
資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）

表５　米国産レタスの日本向け輸出動向（結球レタス）
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 4月

輸出量 27 181 176 279 743 825 106 474 638 950 372 94 105
輸出額 32 178 194 291 710 852 100 550 700 1,047 483 241 123
単　価 1.19 0.98 1.10 1.04 0.96 1.03 0.94 1.16 1.10 1.10 1.30 2.56 1.17

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/FAS GATS Database）
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ウ　セルリー
（ア）　作況

全米のセルリーの品質は５月31日時点
において非常に良好とのことであった。ま
た、６月14日時点の品質も標準的であり、
需要は例年並みで推移していた。

（イ）　全米生産者価格
2018年４月の全米の生鮮セルリーの生

産者価格は、前月比21.8％安の１キログ
ラム当たり0.68ドル（76円）であった。

（ウ）　日本向け輸出動向
2018年４月の米国産セルリーの日本向

け輸出量は596トンであり、前年同月比
7.6％増であった。輸出額は37万1000ド

ル（4155万2000円）であり、前年同月
並みの水準であった。輸出単価は、前年同
月比7.5％安の１キログラム当たり0.62ド
ル（69円）となった。

表９　東京都中央卸売市場の米国産セルリーの入荷量および平均卸売価格
（単位：トン、円/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 ４月

入 荷 量 32 24 9 23 24 26 24 25 34 26 25 31 26
卸売価格 213 242 398 245 231 225 210 220 226 216 215 206 205

資料：東京都中央卸売市場

表７　全米の生鮮セルリー生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 ４月

生産者価格 0.87 1.76 0.93 0.61 0.39 0.38 0.42 0.65 0.52 0.46 0.42 0.56 0.68

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）

表８　米国産セルリーの日本向け輸出動向
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
4月 5月 6月 7月 8月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 ４月

輸出量 554 480 526 486 607 371 465 540 492 433 475 704 596
輸出額 371 469 517 325 397 236 288 338 300 282 298 445 371
単　価 0.67 0.98 0.98 0.67 0.65 0.64 0.62 0.63 0.61 0.65 0.63 0.63 0.62

資料：米国農務省海外農業局（USDA/FAS GATS Database）

（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年4月の東京都中央卸売市場の米
国産セルリーの入荷量は、前年同月比
18.8％減の26トンであった（表９）。また、

平均卸売価格は、同3.8％安の1キログラ
ム当たり205円であった。これは、同月
に同市場で最も入荷量の多かった静岡県産

（同282円）と比較すると、27.3％安かっ
た。
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（２）トピックス　　　　　　　　　　　�
～トレーサビリティの強化が求められ
　る米国政府と米国野菜業界～

2018年４月以降、米国において、アリ
ゾナ州ユマ産のロメインレタスに関連した
とみられるO157：H7の発生が確認され
た。この影響で、米国ではレタスの需要が
縮小し、価格にも影響する可能性があると
みられている。

米疾病対策センター（以下「CDC」と
いう）の６月28日「Final update」によ
れば今回の発生は終息したとみられる。一
方で、今回の発生を踏まえ、米国では、消
費者の安全・安心を担保するために店頭や
レストランから生産農場に追跡する現在の
トレーサビリティを強化すべきとの声が高
まっている。

ア　政府の対応
今回の発生を踏まえた政府の対応とし

て、CDCは、消費者に対して、ユマ産の
ロメインレタスを用いたサラダミックスな
どの購入や消費を控えるよう注意喚起を
行った。また、日常の対応として、冷蔵庫
の衛生保持や料理時の手洗いの励行など衛
生管理の徹底も求めた。

米国食品医薬品局（以下「FDA」という）
は、レストランや小売店に対し、FDA 
Food Code 2017に従って、レタスを含
めた葉物野菜をカットするなど加工した場
合には、５度以下で冷蔵保管の徹底を求め
た。

５月２日、FDAは、今年のユマ産ロメ
インレタスが４月16日の収穫分を最後に
出荷されていないこと（ユマ産は通常、
11月～翌３月が出荷時期）、レタスの保管
期間（shelf life）が21日間であることか

ら、現状流通の可能性は低いと発表した。
６月28日、FDAは発生原因の暫定調査

結果を明らかにした。この結果によると、
ユマ産の生産地での環境サンプルを調べ
たところ、用水路の水から発生原因の菌
と遺伝的に同一性のある菌が検出された。
しかし、用水路の水に原因菌が侵入した
ルートやこの水がレタスに移行したルー
トは特定されておらず、FDAは今後も、
対象範囲を広げ調査を継続し、原因究明
を行う予定としている。

イ　消費者団体の反応
５月24日、米国の非営利消費者組織の

コ ン シ ュ ー マ ー ズ・ ユ ニ オ ン な ど が、
FDAに対して葉物野菜（leafy greens）
のトレーサビリティの強化を求める書簡を
送った。

この書簡では、６カ月以内に次の事項の
強化を要請するものであった。
◦ 食品安全強化法で、流通過程の記録が義

務づけられる高リスク食品は、食品を介
した疾病の発生状況や病原性の強さなど
も考慮して指定すべき。

◦ トレーサビリティをより確実に行うた
め、高リスク食品に係る法的義務を強化
すべき。

この書簡の最後に、政府と業界が健康保
護に必要な対応をとり得る情報を保持する
ことは、消費者の信頼につながると結び、
早期のトレーサビリティの強化を求めた。
食品安全強化法（2011年4月に制定）
　第204条　 食品のトレーサビリティの確保の

ための記録保存の義務

　高リスク食品を製造・加工、保管する施設等
は、食品を特定する情報（ロット番号、種類、
数量など）や食品の受領と発送などの記録を２
年間保存することが義務付け。


